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＜ 凡 例 ＞

道有林野

総合振興局又は振興局界

市町村界

道有林課（水産林務部）

森林室（(総合)振興局）

十勝
［浦幌町］

釧路
［厚岸町］

オホーツク（東部）
［北見市］

オホーツク（西部）
［興部町］

上川（北部）
［美深町］

上川（南部）
［旭川市］

留萌
［留萌市］

空知
［岩見沢市］

日高
［浦河町］

胆振
［苫小牧市］

後志
［倶知安町］

渡島（東部）
［函館市］渡島（西部）

［松前町］

道庁

注） （ ）は北海道全体に占める割合。

立木伐採量と造林面積は、R5年度実績。

道内所管別森林面積

道有林の概要

○道有林は、道が自ら管理運営する森林で、総面積は61万ha、全道森林面積の11%を占めています。

○全道13の管理区毎に（総合）振興局森林室が設置され、道有林の適切な整備・管理を推進しています。

区 分 北海道 道有林

森林面積(万ha) 554 61（11%）

林道延長(千km) 26.5 3.1（12%）

立木伐採量(千m3) 4,948 560（11%）

造林面積(ha) 8,752 1,072（12%）

所在市町村数 179 74（41%）

１

55%

307万ha

国有林
34%

186万ha
民有林

61万ha
11%

道有林

森林面積は令和6年4月1日現在。

林道延長は、令和5年3月31日現在



○道有林の果たすべき役割と課題を踏まえ、「多様で先導的な森林づくり」と「資源や技術力を活用した地域貢

献」の２つを道有林基本計画の基本方針として設定します。

道有林基本計画 ～基本方針～

・主伐の対象とな
る高齢の森林は
増加
・伐採量の大半を
占める間伐の対
象となる若齢の森
林は減少

本道では、伐採対象となる人

工林の減少が見込まれる一方

で、天然林は伐採の減少など

により20年ほど前から、資源が

回復しつつある

課題

将来にわたり公益的機能の高

度発揮や木材の安定供給が

可能となるよう人工林の計画

的な整備とともに、広葉樹の育

成を進める必要

２ 道有林の果たすべき役割

○道が直面する課題の解決に向けて、先導的な森林づくりを実践

○将来にわたって森林資源の保続が図られるよう、次の事項に取り組む

①ICTを活用して人工林に加え天然林の資源量を把握する新たな手法

の確立

②積極的な伐採・再造林や人工林の針広混交林化、活力ある天然林

の育成など北海道らしい森林づくりの推進

③天然木の有効活用と安定供給

１ 取り巻く情勢と直面する課題 ３ 基本方針と重点的な取組事項

基本方針①
多様で先導的な森林づくり

①ICTを活用した森林資源の把握

②積極的な伐採・再造林

③天然力を活用した森林づくり

＜重点的な取組事項＞

森林資源の現況に応じて、積極的な伐採・再造林、
人工林の針広混交化などにより多様な森林づくりを推進

基本方針②
資源や技術力を活用した地域貢献

④企業等と連携した森林づくりによるｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝ北海道への貢献

③地域の木材需要を踏まえた原木の安定供給

②道有林の森林づくりを担う林業事業体の育成

①森林施業の低コスト化・省力化の推進

⑤胆振東部地震被災地の復旧

⑥道有林の森林づくりを担う人材の育成

＜重点的な取組事項＞

ICTなどの新たな技術を活用することにより、森林
施業の低コスト化や省力化を進めるとともに、地域
の木材需要に応じて原木を安定供給

２



○森林づくりには、長い期間を要することから、基本方針である「多様で先導的な森林づくり」と「資源や技術力を

活用した地域貢献」のそれぞれについて、今後10年間を見通した数値目標を設定します。

道有林基本計画 ～計画の長期的目標～

基本方針①多様で先導的な森林づくり 基本方針②資源や技術力を活用した地域貢献

３

長期目標

○道有林の森林づくりに伴い産出される木材の量

区 分
H２９～R2年度までの

実績平均
R１３

伐採量 ５２．２万㎥ ５９．５万㎥

※立木換算

長期目標

○森林の区分に応じた適切な整備や保全の実施により望ましい
森林の姿へ誘導

区 分 令和元年度 令和１３年度

育成単層林 １１９千ｈａ １１０千ｈａ

育成複層林 ８２千ｈａ ９１千ｈａ

天然生林 ４０８千ｈａ ４０７千ｈａ

育成単層林・・人工林の伐採・再造林の計画的な実施
一部の森林は、育成複層林や針広混交林へ誘導

育成複層林・・抜き伐り等の部分的な伐採後に植栽を行うほか、
間伐等を実施

天 然 生 林・・自然の推移にゆだねて森林を維持
一部の森林は、植栽や間伐等により育成複層林へ誘導



○道有林基本計画の２つの基本方針（「多様で先導的な森林づくり」「資源や技術力を活用した地域貢献」）

において、道有林の整備・管理に関する基本的な事項を設定しています。

道有林基本計画 ～道有林の整備・管理に関する基本的な事項～

４

１ 多様で先導的な森林づくり

1-1_ICTを活用した森林資源の
把握

1-2_積極的な伐採・再造林

1-3_天然力を活用した森林
づくり

・航空レーザ計測などのICTを
活用して、広範囲の森林資
源を効率的に把握

・植栽木の成長が良好など、条
件の良い人工林について、
積極的な伐採と再造林を推進

・人工林の針広混交林化や天
然林の抜き伐りによる下層
木の育成等を推進

1-4_路網の整備

・施業の集約化
に向けた丈夫
で簡易な路網
の整備

1-5_森林の保全

・貴重な生態系を
維持している森
林を保全

・囲いﾜﾅによる
ｴｿﾞｼｶ捕獲など
森林被害対策を
推進

1-6_森林の管理

・高山植物等の不
法採取の防止に
向けた巡視活動
など適切な森林
管理を推進

地形や樹冠・樹高の把握

クマゲラ

高山植物
（アポイ岳）

林業専用道

機械による下
草刈り作業

２ 資源や技術力を活用した地域貢献

2-7_道有林の活用

・木育マイスターに
よる森林体験学習
など木育活動の場
としてフィールド
を提供

2-1_森林施業の低コスト化・省力化
の推進

・ICTハーベスタなど先進的な高性能
林業機械や下草刈り用の林業機械の
導入を促進

・下草刈り作業の
省力化につなが
るよう、成長の
早いカラマツ類
のコンテナ苗を
率先して植林

2-5_胆振東部地震被災地の
復旧

・被災森林の復旧に率先して
取り組み、
その成果を地
域の森林所有
者等に普及

2-4_企業等と連携した森林づくりによる
ｾ゙ ﾛｶー ﾎ゙ ﾝ北海道への貢献

・カーボン・オフセッ
トなど森林吸収源対
策に関心を持つ企業
等が増加しており企
業等と連携した森林
づくりを推進

2-2_道有林の森林づくりを担う林
業事業体の育成

・造林・保育作業
の軽労化や木材
加工工場と連携
してトドマツ大
径木の付加価値
向上などに取り
組む地域の林業
事業体を育成

2-6_道有林の森林づくりを担う人材の育成

・広葉樹伐採等の技
術に加え、ICT等
の新たな技術を有
する人材を育成

2-3_地域の木材需要を踏まえた原木
の安定供給

・建築用材や家具材、森林認
証材など地域特有の需要に
対応するため、素材生産事
業者や木材加工工場等との
協定締結等により、原木を
安定的に供給

地震による被害地

林内で丸太を玉切る
ハーベスタ

職員向け広葉樹丸太の
品等格付け研修

森林体験学習



○森林の区分等
道有林全域を公益的機能の発揮を期待する森林に区分し、機能に応じた森
林の整備・保全を推進。

めざす森林の姿

○森林の有する多面的機能を総合的かつ高度に発揮させるためには、原生的な森林や里山等の二次林、渓流
沿いにある森林、様々な樹種・林齢の人工林などがバランス良く配置されている森林を育成することが重要で
あることから、道有林の整備管理に当たっては、多様な樹種や林齢、構造からなる林分がモザイク状に配置さ
れている森林の育成を目指します。

森林の区分と基本的な取扱い

道有林基本計画 ～森林の区分と基本的な取扱い～

○人工林
・緩傾斜地や林業機械による効率的な木材生産が可能な森林では、積極的な
伐採・再造林により単層林施業を推進。

・公益的機能の発揮が求められる森林では、部分的な伐採後に植栽を行う複
層林施業を推進。

・広葉樹が生育している森林や施業方法に制約のある森林では、自然の推移
にゆだねつつ、必要に応じて間伐を繰り返し針広混交林へ誘導。

○天然林
・生物多様性や林地の保全に配慮が必要など、 公益的機能の発揮が特に求
められる森林は、自然の推移にゆだねる。

・蓄積が少ない森林や、立木の密度が高いなど整備を必要とする森林は、植栽
や間伐など必要な施業を実施。
・針葉樹、広葉樹の大径木が賦存し、多様な種類や高さの樹木が生育する木
材生産が可能な森林を育成します。

５



○現地の状況に応じて人工林の積極的な伐採・再造林や針広混交林化を進めるという考えのもと、計画の

前期・後期ごとに伐採及び造林の事業量を計画しています。

区 分
総 計 前期（R4-8） 後期（R9-13）

計 人工林 天然林 計 人工林 天然林 計 人工林 天然林

伐採材積 5,812 5,602 210 2,835 2,761 74 2,977 2,841 136

主伐 2,320 2,309 11 1,140 1,136 4 1,180 1,173 7

間伐 3,492 3,293 199 1,695 1,625 70 1,797 1,668 129

間伐面積 439 392 47 219 206 13 220 186 34

区 分 総 計 前期（R4-8） 後期（R9-13）

総 計
8,697

（14,494）
4,079

（6,549）
4,618

（7,945）

人工造林
8,597

（14,129）
4,037

（6,396）
4,560

（7,733）

天然更新
100

（365）
42

（153）
58

（212）

区 分 総 計 前期（R4-8） 後期（R9-13）

林 道 １６ ７ ９

林業専用道 １０１ ７５ ２６

■伐採立木材積及び間伐面積 （材積：千m3、面積：百ha）

■造林面積 （ha）

■路網開設延長 （km）

※括弧内の数値は区域面績

道有林基本計画 ～計画量～

６



概 要

取組事項1（2-4）

道有林における森林由来クレジットの創出・販売

道有林における創出モデル

７

区 分 航空レーザを活用した大規模創出 天然林における創出実証

実施方法
協定に基づく企業連携

（創出クレジットは道と連携企業で分配）
外部委託による直営

（創出クレジットは全て道が取得）

対象森林
上川北部（士別市、名寄市、美深町、音威子府村、
中川町）及び網走西部管理区（雄武町、興部町、

西興部村）の人工林

留萌管理区 初山別村の天然林
（一部人工林を含む）

対象面積 約2万６千ｈａ 約1,700ha

対象期間 令和５年度～令和12年度の８年間 令和６年度～令和13年度の８年間

主な
適用要件

・森林経営計画が作成されていること
・500ha以上あること

・1990年以降に施業を実施し、認証対象
期間中に保護（巡視）活動を実施
・認証期間中に森林施業を新たに実施

・保安林等の制限林
・認証期間中に保護（巡視）活動を実施

ｸﾚｼﾞｯﾄ創出量
（見込み）

約5８万t-CO2 （８年間） 約６千t-CO2 （８年間）

令和6年度
創出量

60,458t-CO2
（うち道分：40,227t-CO2）

－

販売開始 令和７年度 令和8年度～

吸収量
算定方法

・航空レーザデータの解析処理により樹高
を測定（地位の特定）
・地位別の樹高・蓄積テーブルによる林分
材積成長量に施業面積を乗じて算出

・樹高の測定（地位の特定）は不要
・森林調査簿の材積と森林生態系多様性
基礎調査の材積を比較し、低い方の林分
材積成長量に森林面積を乗じて算出

制度の概要

・Ｊ－クレジット制度とは、省エネ・再エネ設備の導入や森
林管理等による温室効果ガスの排出削減・吸収量をクレ
ジットとして認証する制度であり、2013年度より国内ク
レジット制度とJ-VER制度を一本化し、経済産業省・環
境省・農林水産省が運営。
・J-クレジット制度の活用を通じて、木材販売収入以外の
外部資金の獲得が可能となり、さらなる森林整備に繋が
ることが期待。

創出したクレジットの販売を通じ、民間企業のノウハウを活用しながら、適正な価格や販売手法等について
検証するとともに、販売収入を活用した道有林野の整備や、創出対象森林の拡大などに取り組む。

○道有林の一部において、航空レーザ測量を活用した大規模な森林由来クレジット（キキタ・グリーンクレジット）の
創出や天然生林を対象とした創出を実施し、得られたノウハウを道内市町村等へ普及することにより森林整備
を一層促進し、ゼロカーボン北海道の実現に貢献します。



概 要

人工林施業に伴い伐採される広葉樹の有効活用に向けた取組

取組事項2（1-1、1-3、2-6）

広葉樹の安定供給に向けた取組

○道内における広葉樹の需要に対応するため、人工林施業に伴い伐採される広葉樹の有効活用に向けた
取組や、天然林施業技術を継承するための人材育成を進めます。

８

①採材・仕分け研修会の開催

②小ロット材等の有効活用

区分 材積 比率

針葉樹 4,611百m3 92％

広葉樹 415百m3 ８％

合 計 5,026百m3 100％

■Ｒ６年度人工林立木販売実績

天然林施業技術を継承するための人材育成

①伐木造材技術研修会の開催

・天然林を伐採できる作業員の育成を
目的として、広葉樹の大径木を安全
に伐倒する技術を習得するための研
修会を開催。
場所：道有林上川南部管理区
対象：森林組合、林業事業体等

令和６年度 伐木造材技術研修

・人工林施業に伴い伐採される広葉樹の付加価値向上を目的として、
市場ニーズに合わせた採材・仕分け技術を習得するための研修会を開催。

・林業事業体や広葉樹取扱工場等と連携し、共同出荷や中間土場の活用、
伐採から工場への搬入の短縮化などにより、用材として有効活用するため
の取組を実施。

②職員の技術向上

・天然林施業を実践できる職員の育成を目的として、施業対
象箇所や伐採木の選定、樹種判定などの立木調査技術を
習得するための研修等を実施。

人工林内 広葉樹

人工林伐採量の

約１割が広葉樹

樹種判定などの立木調査

伐採木の選木

施業対象箇所の選定の踏査

令和６年度 採材・仕分け研修



概 要

造林・保育作業の効率化・省力化に向けた取組

小型機械による
下草刈り作業

○ＩＣＴ等の先進技術を活用したスマート林業の定着に向け、道有林が持つ資源や技術力を活用し、地域の特性に
応じたスマート林業の実践・普及に取り組みます。

９

取組事項3（2-1）

道有林におけるスマート林業の取組

リモコン式草刈り機
による下草刈り作業

■道有林における森林施業の施工方法別内訳（R６実績)

９

・ドローン撮影により表層高データ（ＤＳＭ）とオルソ画像

を作成。

・得られたＤＳＭと航空レーザ測量による地盤高データ

（ＤＥＭ）により、樹冠高データ（ＤＣＨＭ）を算出。

・オルソ画像とＤＣＨＭからＡＩ技術を活用し、立木材積

を推定。

オルソ画像 樹冠高データ（ＤＣＨＭ） 単木計測と胸高直径の
推定

○ＩＣＴハーベスタを活用した木材の生産・取引の
実証

・ＩＣＴハーベスタにより用途別の

丸太生産データを取得。

・取得データを活用した製材工場

への受け入れ。
ＩＣＴハーベスタによる丸太生産

プラス イコール

木材生産及び流通の効率化・
省力化に向けた取組

ドローンとＡＩ技術を活用した
立木材積推定（試行）

機械による刈り払いイメージ（列間のみ刈払い）

区 分 人力地拵 機械地拵 計

面 積 369ha 358ha 727ha

割 合 51% 49% 100%

区 分 人力下草刈り 機械下草刈り 計

面 積 3,725ha 16ha 3,741ha

割 合 99% 0.4% 100%

＜地拵＞ ＜下草刈り＞

・地拵えに対して、下草刈りの機械化が低迷。
・下草刈りの機械化に向けては伐根処理も課題。

・機械下草刈りと伐根処理などの功程調査を実施し、歩掛や功程単価を設定。

・機械下草刈りを想定した列間のみの刈払いによる植栽木への影響調査の実施。

・植栽から伐採まで全て機械施工を前提とした人工林の造成。（モデル林の設定）
→緩傾斜で３～５ha程度の普通林（上川北部）と保安林（渡島東部）で各１箇
所設定。

令和７年度の取組



概 要

共同施業等の取組

一般民有林の森林整備を進めるために必要な道有林の
路網整備を森林環境譲与税を活用して行い、市町村と連
携した森林整備を推進します。

【令和７年度計画 安平町内の道有林路網整備 １，５００ｍ】

【事業イメージ】

取組事項4（2-1）

市町村と連携した森林づくり

○一般民有林の森林整備が図られるよう、市町村等と協定等を締結し、道有林の路網整備や路網・土場の共同
利用、森林施業の共同実施などに取り組みます。

10

森林室

路網整備
の実施

市町村 事業主体

必要な
指導助言

森林整備
の実施

協定

共同施業等のススメ

共同施業・共同出荷は、同一の事業者が所管を超えて
間伐等の施業を行うことで、施業の低コスト化や販売ロット
の拡大を図るほか、路網や土場の共同利用により、作業
現場への通勤時間や運材距離の短縮、路網整備に係るコ
ストの低減などを図る取り組みです。

○路網や土場等施設の共同利用

○共同施業

○共同出荷

・既設又は新設の林道、林業専用道、森林作
業道等の道路や、土場等の施設について、共
同で利用することにより、作業現場への通勤
時間や運材距離の短縮、路網整備に係るコ
ストの低減を図ることができる。

・同一の事業者が所管を超えて間伐等の施業
を行うことにより、施業の低コスト化（林業機械
の共用や運搬経費の削減等）を図るとともに、
販売ロットの確保により有利に木材を販売でき
る。

・間伐等が小規模で生産ロットが小さい場合や、
道産木材を道外移出又は海外に輸出する場
合等において、共同で出荷することにより販売
ロットを確保し、有利に木材を販売できる。

市町村と連携した森林づくり



協定件数 伐採量

９件 194百m3

○ 素材生産業者や木材加工業者等と道産木材
の安定供給に関する協定を締結し、道産木材
の需要拡大や安定供給体制を構築。

【実施要件】

①木質バイオマス用材として有効活用する場合

②木材の付加価値を高める新たな技術を活用・開

発し、道産木材の需要や販路の拡大を図る場合

③森林認証など広域的な地域のブランド材を普及・

開発し、道産木材の需要促進を図る場合

④公共建築物や店舗、住宅等の建築に使用するな

ど地材地消を図る場合

⑤一般民有林と連携して共同施業や共同出荷を

行う場合

⑥道産建築材の供給拡大を図る場合 など

概 要

○道産木材の需要拡大や原木の安定供給に向け、素材生産業者等と協定を締結し、計画的に立木を販売する
「協定販売」をはじめ、長期的・弾力的に立木を販売する「長期安定供給販売」、立木販売と森林整備事業を
一体的に行う「伐採・造林複合協定型森林整備事業」等を推進します。

協定販売 長期安定供給販売
○ 地域の素材生産業者等による計画的な雇用確保や設備投資を促進するため、当該
業者の裁量度を高めた長期的な協定に基づく立木販売を実施。

【概要】
①一定区域（人工林が多い複数林班を想定）を対象に道と素材生産

業者等が５年以内の長期協定を締結。

②協定締結者は、市場動向等を勘案し、協定期間内において

自ら伐採の実施時期を決定。

③協定締結者は、伐採時期に応じて年度単位で

立木の売買契約を交わし、契約後１年以内に搬出。

協定件数 伐採量

９件 462百m3

■長期安定供給販売計画量（R７）

■協定販売計画量（R７）

木質バイオマスの安定供給
○ 地域の需要を把握し、木質バイオマス用材を
安定的に供給。

①木質バイオマスボイラー向け等の燃料材を販売
②少額少量物件をオープンカウンター方式で販売
③林道維持に支障となる立木を事業者の提案で販売
④林地未利用材やパルプ主体の林分を販売

伐採・造林複合協定型森林整備事業

○ 地域の木材需要に応じた素材生産や木材の高付加価値化のほか、林内作業の軽
労化及び効率化等を促進するため、林業事業体と協定を締結し、立木販売及び森
林整備事業を一体的に実施。

【概要】
①森林室は、複数林班内の主伐と間伐が必要な森林を選定し、当該森林を対象として作成

した森林整備実施計画書に基づき、森林整備を行うことができる事業体を公募。

②当該事業を希望する事業体は、企画提案書を森林室へ提出。

③森林室は、事業体から提出のあった企画提案書について審査を行い、最良の企画提案を

行った事業体と協定を締結。

④森林室は、協定に基づき、毎年、協定締結者と

立木の売買契約及び森林整備事業の請負契約を

締結し、事業を実施。

協定件数 伐採量

８件 421百m3

■伐採・造林複合協定型販売計画量（R７）

取組事項5（2-3）

地域の木材需要を踏まえた原木の安定供給

11



取組事項6（2-3）

森林認証による地域づくり
概 要

認証森林面積

■販売計画（R７） 単位：㎥

管 理 区 CoC限定入札 協定販売
渡島東部 9,000 －
渡島西部 5,100 －
留萌 5,900 －

上川南部 1,900 －
上川北部 5,200 －
網走西部 4,000 4,600
網走東部 9,200 －
十 勝 11,400 －
計 51,700 4,000

○CoC認証取得者限定入札
認証材の流通を促進するため、CoC認証を取得した林業事業

体限定の立木販売を実施。

○認証材の協定販売
認証材を活用して、地域のブランド力向上や新たな製品開発

に取り組む素材生産業者や木材加工業者等と協定を締結し、
認証材を安定供給。

認証材の安定供給

※赤が認証エリア

道有林の森林認証取得面積(R６末)

39万4千ha
※総面積の約65%

■道有林の森林認証取得状況

認証材の供給事例（令和2年度）

・美深町にある仁宇布小中学校は、
大規模木造建築物として国内初と
なるSGECの建物全体のプロジェクト
認証を取得。
・建物全体で使用する木材のうち７
割以上について道有林等から生産
された森林認証材を使用。

管理区 面積（ha） 認証区域 取得年度

網走西部 66,268 全域（雄武町、興部町、西興部村） H19

網走東部 41,859 全域（北見市、美幌町、津別町、訓子府町、置戸町） H24

胆 振 12,934 むかわ町 H24

十 勝 45,165 大樹町、幕別町、豊頃町、浦幌町 H27

渡島東部 36,008 全域（函館市、七飯町、鹿部町） H30

渡島西部 47,796 全域（松前町、福島町、上ノ国町） H30

上川南部 36,871
全域（旭川市、当麻町、愛別町、上川町、東川町、南
富良野町）

R1

上川北部 81,558
全域（士別市、名寄市、美深町、音威子府村、中川
町）

R1

留 萌 25,459 全域（増毛町、留萌市、小平町、苫前町、初山別村） R4

計 393,918 6市26町3村

○第三者機関が森林経営を評価・認証する森林認証制度に基づき、地域と連携して認証（SGEC)を取得し、

持続可能な森林経営や認証材を活用した地域づくりを推進します。
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概 要

実証実験の内容等

取組事項7（2-7）

保持林業の実証実験

○生物多様性の保全などの公益的機能の発揮と効率的な木材生産の両立を図るため、平成25年度から道と関
係機関４者により、空知管理区のトドマツ人工林をフィールドとして保持林業の実証実験の取組を進めています。
※令和５年３月に、第３期（令和５～令和９年度）の協定を締結

13

各研究成果は、報告会やホームページ等を通じて広く情報発信。
令和7年度にこれまでの成果を取りまとめ書籍化を予定。

トドマツ人工林の１伐採面の大きさを５～７ha程度に設定し、保持木の
割合を変えた５つの実験区（皆伐・少量・中量・大量・群状）と３つの
対照区（小面積皆伐・広葉樹天然林・伐採なし ）を３セット配置。

■実験区の概要

主伐時に一部の樹木を残して複雑な森林構造を維持する伐採方法により、皆伐では失われる老齢木、大径木等を将来的に確保し、多様
な生物の生息地としての機能等を維持する森林管理。

■「保持林業」とは

伐木造材功程調査 水量計測・水質調査装置
昆虫捕捉装置
（マレーズトラップ）

協定期間 主な施業 取組内容

第１期（H25～H29） 伐採、植栽、下刈 各専門分野（生物多様性保全機能・
水土保全機能・木材生産性）におけ
る伐採前後の環境変化等を調査。第２期（H30～R4） 下刈

第３期（R5～R9） 下刈、除伐
上記調査の継続とともに、人工林保
持林施業の技術指針を策定。

４者協定に基づき、本実証実験を運営。
・北海道
・国立研究開発法人森林研究・整備機構（森林総合研究所）
・国立大学法人北海道大学農学部
・地方独立行政法人北海道立総合研究機構（林業試験場）

■取組内容

【実験区と対照区の構成】

皆伐 単木少量保持 単木中量保持 単木大量保持

広葉樹天然林小面積皆伐群状保持 伐採なし

広葉樹を約10本/ha保持 広葉樹を約50本/ha保持 広葉樹を約100本/ha保持

中央の約0.36ha保持
１箇所約１haを伐採

SSCC

GR SC NC PC

SM SL

※第3期協定より、「保残伐施業」を「保持林業」に名称を見直し。



取組事項8（2-5）

胆振東部地震被災地の復旧

被害状況 森林再生の取組

区分
箇所
数

区域
面積
(ha)

被害
実面積
(ha) 人工林 天然林

安平町 203 2,031 390 158 232

厚真町 439 7,486 1,117 284 833

むかわ町 210 3,683 375 72 303

夕張市 1 51 0 0 0

由仁町 3 80 1 0 1

合 計 856 13,331 1,883 514 1,369

区分 箇所数 路線数 被害額

林道（公共） 14 4 207百万円

林道（自力） 72 42 327百万円

施業道（自力） 102 102 339百万円

合 計 188 148 873百万円

○林道等（胆振管理区）

○林地（胆振管理区）

概 要

○平成30 年の北海道胆振東部地震による森林被害の早期復旧や地域林業の復興に向けて、計画的に森林の
再生に取り組みます。

区 分 内 容 R4 R5 R6 R7 R8

森林の復旧

被害木整理・特殊地拵 35ha 36ha 36ha 37ha 35ha

植 栽 76ha 78ha 75ha 76ha 74ha

一般民有林との境界において亡失した境
界標の復元（約31㎞）

路網の整備
林道等維持 22.0㎞ 22.0㎞ 22.0㎞ 15.3㎞ 15.3㎞

林業専用道整備 5.3㎞ 4.2㎞ 2.3km 2.9km 3.6km

木材の
安定供給

復旧工事等で処理した被害木等を販売

区 分 内 容

森林の復旧

・路網が復旧した箇所から林地崩壊状況を調査。
・特殊地拵（151ha）、植栽（249ha）を実施。
・道総研林業試験場と連携し、植林や緑化･自然回復による森林造成に関して、様々な
条件化で実証試験を実施。
・胆振東部地震被災森林復旧指針（R3.3策定）に基づき、胆振東部地震森林再生実
施計画を策定（R4.3）。

路網の復旧
・公共災害対応の４路線について、復旧を完了。
・公共災害対応とならない被災路線144路線の復旧計画を作成し、全路線の復旧を完了。

木材の
安定供給

・被災３町に所在する木材加工工場等へ原木供給を目的とした協定販売を実施し、
約7.4千m3の立木を販売。
・被害木を約72.9千m3販売。

○これまでの取組（～R6）

○胆振東部地震森林再生実施計画（胆振管理区）
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事業概要

■令和７年度予算額 （百万円）

予算概要

区 分 事 業 量

伐採立木材積

人工林 ５５．２万m3

天然林 １．５万m3

計 ５６．７万m3

■令和7年度事業量

（参考）

道有林野事業の概要

15

区 分 事 業 量

造 林

人工造林 ８．１百ha

天然更新 ０．１百ha

計 ８．２百ha

区 分 事 業 量

開設（林道・林業専用道） １６km

◇伐採立木材積及び間伐面積

◇造林面積

◇路網開設延長

林業専用道

区 分 予算額

事
業
費

造林

事業

一般 造林単独事業費 973

公共

造林事業費※繰越込 2,408

現年 1,010

繰越 1,398

計 3,381

林道

事業

一般
林道維持管理事業費 62

造林単独事業費 312

公共

林道事業費※繰越込 2,146

現年 564

繰越 1,582

非公共

林業・木材産業生産基盤強化対策
事業 50

合板・製材・集成材生産性向上・品目
転換促進対策事業費(路網整備) 28

計 2,598

森林整備諸費 88

総 事 業 費 6,067

収
入

立 木 販 売 1,053

育成複層林


